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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）５～４０重量％の、メタロセン触媒重合によって得ることができる、エチレンと少
なくとも１種のＣ３～Ｃ２０α－オレフィンとに基づく少なくとも１種のコポリマー、
　ｂ）１０～６５重量％の少なくとも１種の粘着付与樹脂、
　ｃ）０～３５重量％の可塑剤、
　ｄ）０．０１～３０重量％の、安定剤、接着促進剤、充填剤または顔料、ワックスおよ
び／または他のポリマーから選択される、添加剤および助剤
を、それらの和が１００％となるべく含んでなるホットメルト接着剤であって、該コポリ
マーが、
【数１】

に従って貯蔵弾性率Ｅ’の割合として測定された０℃～２５℃で本質的に線形の弾性挙動
を示すブロックコポリマーである、ホットメルト接着剤。
【請求項２】
　コポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃未満であり、コポリマーの融点が３０℃超
である、請求項１に記載のホットメルト接着剤。
【請求項３】
　コポリマーが、エチレンとＣ４～Ｃ１２α－オレフィンとに基づくポリマー、エチレン
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とプロピレンとに基づくポリマー、またはそのようなポリマーの混合物から選択される、
請求項１または２に記載のホットメルト接着剤。
【請求項４】
　少なくとも１種のコポリマーが、
【数２】

の弾性率の割合を有する、請求項１～３のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
【請求項５】
　ポリマーが２．５未満の多分散性（ＭＷ／ＭＮ）を有する、請求項１～４のいずれかに
記載のホットメルト接着剤。
【請求項６】
　コポリマーが２つのガラス転移温度（Ｔｇ）を有し、１つのＴｇが－１００℃未満であ
り、１つのＴｇが－１００～０℃である、請求項１～５のいずれかに記載のホットメルト
接着剤。
【請求項７】
　５～３０重量％のエチレン／プロピレンコポリマーおよび５～４０重量％のエチレン／
Ｃ４～Ｃ１２α－オレフィンコポリマーの混合物を含んでなる、請求項１～６のいずれか
に記載のホットメルト接着剤。
【請求項８】
　鉱油、ポリブテン、液状またはペースト状水素化炭化水素、或いは低分子量ポリオレフ
ィンから選択される可塑剤５～３０重量％を含んでなる、請求項１～７のいずれかに記載
のホットメルト接着剤。
【請求項９】
　スチレンブロックコポリマー、統計Ｃ２／Ｃ３コポリマー、またはエチレン－アクリル
酸エステルＭＡＨコポリマーから選択される、助剤としての弾性コポリマー０．５～２０
重量％を含んでなる、請求項１～８のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
【請求項１０】
　５００～２００００ｍＰａｓの粘度を示す、請求項１～９のいずれかに記載のホットメ
ルト接着剤。
【請求項１１】
　ホットメルト接着剤の粘度が１４０℃でほぼニュートン流動挙動を示す、請求項１～１
０のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
【請求項１２】
　請求項１～１１のいずれかに記載のホットメルト接着剤の、ゴム弾性基材の接着結合の
ための使用。
【請求項１３】
　請求項１～１１のいずれかに記載のホットメルト接着剤の、感圧性接着剤としての使用
。
【請求項１４】
　請求項１～１１のいずれかに記載のホットメルト接着剤の、噴霧可能な接着剤としての
使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ブロック構造を有するメタロセン触媒Ｃ２／Ｃ３／α－オレフィンコポリマ
ーに基づいて製造されるホットメルト接着剤に関する。該コポリマーは、付加的助剤と一
緒に、新規な機械的性質を有するホットメルト接着剤を提供する。更に、特定の適用分野
に適したホットメルト接着剤を記載する。
【背景技術】
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【０００２】
　非常に多様な材料を接着結合するのに適したホットメルト接着剤は、広く知られている
。ＥＰ　０　９１２　６４６には、エチレンと少なくとも１種のＣ３～Ｃ２０α－オレフ
ィンモノマーとの本質的に直鎖のコポリマーから製造されるホットメルト接着剤が記載さ
れている。ＷＯ　００／００５６５もまた、直鎖状α－オレフィンコポリマーに基づいて
製造されるホットメルト接着剤を記載している。同文献は、通常の補助成分を記載してお
り、その例は、粘着付与樹脂、ワックス、付加的な別のポリマー、スチレンブロックコポ
リマー、可塑剤または他の添加剤である。接着テープとしての使用または製本のための使
用に加えて、紙材およびボール紙材の接着結合が、意図される使用として記載されている
。ブロックコポリマーは記載されていない。
【０００３】
　メタロセン触媒Ｃ３α－オレフィンポリマーもまた、ＷＯ　２００１／４６２７７に記
載されている。該ポリマーと、先の段落で既に挙げたような様々な助剤とを一緒に用いて
、様々な接着剤が調製されている。ポリマー内でのモノマーの分布についての情報はなく
、統計的分布に関する。
【０００４】
　特定のＣ２α－オレフィンコポリマーに基づく接着剤が、ＷＯ　２００６／１０２１５
０に記載されている。該コポリマーおよびその製造方法もまた、例えばＷＯ　２００５／
０９０４２６に記載されている。これに関して、特定の触媒およびシャトリング剤が記載
されている。他の生成物に加えて接着剤も記載されている。しかしながら、同文献では、
接着剤の成分の組成、接着剤の特性、および接着剤の特定の用途が、リスト、羅列として
しか記載されておらず、解決法を与えることのない課題に関している。特定の開示はなさ
れていない。多様な一般的特性、特に粘度は記載されている。ブロックコポリマーも考慮
できることは記載されている。
【０００５】
　ホットメルト接着剤は、既知のオレフィンコポリマーから製造できる。ホットメルト接
着剤は、高温でさえ良好な接着性をもたらす。しかしながら、多くの使用タイプのために
、低温特性を適応させなければならないことがわかっている。室温付近の温度で、特性が
本質的に一定の傾向にあることが特に重要である。これによって、工業条件下で実現され
る迅速かつ確実な接着結合が可能になる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】ＥＰ　０　９１２　６４６
【特許文献２】ＷＯ　００／００５６５
【特許文献３】ＷＯ　２００１／４６２７７
【特許文献４】ＷＯ　２００６／１０２１５０
【特許文献５】ＷＯ　２００５／０９０４２６
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従って、本発明の目的は、特定の工業的に適用可能な特性を示すホットメルト接着剤を
提供することである。ホットメルト接着剤は、容易な適用が可能となるように粘度が低く
なければならず、特に、その機械的性質は、５０℃までの温度範囲で可能な限り一定を維
持すべきである。とりわけ、接着剤の凝集に影響を及ぼす弾性挙動は、可能な限り線形で
あるかまたは一定を維持すべきである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　この目的は、
　ａ）５～４０重量％の、メタロセン触媒重合によって得ることができる、エチレンと少
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なくとも１種のＣ３～Ｃ２０α－オレフィンとに基づく少なくとも１種のコポリマー、
　ｂ）１０～６５重量％の少なくとも１種の粘着付与樹脂、
　ｃ）０～３５重量％の可塑剤、
　ｄ）０．０１～３０重量％の、安定剤、接着促進剤、充填剤または顔料、ワックスおよ
び／または他のポリマーから選択される、添加剤および助剤
を、それらの和が１００％となるべく含んでなるホットメルト接着剤であって、該コポリ
マーが、
【数１】

に従って貯蔵弾性率Ｅ’の割合として測定された－１０℃～５０℃で本質的に線形の弾性
挙動を示すブロックコポリマーである、ホットメルト接着剤が提供されることによって達
成される。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明の別の対象は、そのようなホットメルト接着剤の、フィルム状基材の接着結合の
ための使用である。本発明の別の対象は、噴霧可能なホットメルト接着剤として使用する
ためのホットメルト接着剤の製造方法である。本発明の別の対象は、適用後に付加的に架
橋性成分を含んでなるホットメルト触圧接着剤の製造方法である。
【００１０】
　エチレンと少なくとも１種のＣ３～Ｃ２０α－オレフィンとに基づくオレフィンコポリ
マーは、接着剤の必須成分である。該コポリマーは、メタロセン触媒によって調製される
。本発明の１つの態様では、エチレンとＣ４～Ｃ２０α－オレフィンとに基づくそのよう
なコポリマーまたはターポリマーを使用する。エチレンまたはプロピレンに付加的に添加
できるモノマーは、エチレンまたはプロピレンと共重合できる既知のオレフィン性不飽和
モノマーである。該モノマーは特に、直鎖または分枝Ｃ４～Ｃ２０α－オレフィン、例え
ば、ブテン、ヘキセン、メチルペンテン、オクテン、環状不飽和化合物（例えばノルボル
ネンまたはノルボルナジエン）；対称的または非対称的に置換されたエチレン誘導体（Ｃ

１～Ｃ１２アルキル基が適当な置換基である）；および不飽和カルボン酸またはカルボン
酸無水物に関する。ここで、それらは、別のモノマーを含むこともできるターポリマー、
コポリマー、ホモポリマーであり得る。以後、コポリマーはまた、３種以上のモノマーか
らなるポリマーも意味すると理解されるべきである。この場合、α－オレフィンコモノマ
ーの量は、２０％未満であるべきである。
【００１１】
　別の態様は、エチレンとプロピレンとに基づくコポリマーを含んでなる。任意に、付加
的な少量のＣ４～Ｃ２０α－オレフィンが含まれていてもよい。該コポリマーもまた、メ
タロセン触媒によって調製される。これに関して、プロピレンの割合は６０重量％超であ
るべきであり、特に、プロピレンの割合は７０重量％超であるべきである。少量の別のα
－オレフィンモノマーが任意に含まれていてもよく、その量は５％未満である。しかしな
がら、エチレン／プロピレンブロックコポリマーが特に適している。
【００１２】
　コポリマーの分子量は、好ましくは２０００００ｇ／ｍｏｌ未満、特に１０００００ｇ
／ｍｏｌ未満である。下限は、２０００ｇ／ｍｏｌ、好ましくは５０００ｇ／ｍｏｌ（数
平均、ＭＮ、ＧＰＣによって測定）である。これらの（コ）ポリマーは、狭い分子量分布
を有することを特徴としている。ＭＷ／ＭＮとして表された分子量分布は、例えば２．５
、好ましくは２．３未満であるべきである。このタイプのポリマーは、文献で知られてお
り、様々な製造業者から商業的に入手できる。適当なポリマーの例は、VistamaxxまたはI
nfuseの商品名で市販されている。
【００１３】
　本発明の適当なコポリマーは、ブロックコポリマーである。これに関して、ブロックは
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、異なったモノマー組成を有する。１つの態様では、本発明の適当なホットメルト接着剤
は１つのガラス転移温度を有し、別の態様では、コポリマーは２つのガラス転移温度を有
すべきである。第一の（ＤＴＡによって測定された）ガラス転移温度（Ｔｇ）は、－１０
０～０℃、特に－８０～－１０℃の範囲であるべきである。第二のガラス転移温度は、特
に－１００℃未満であるべきである。
【００１４】
　本発明に従って適しているホットメルト接着剤に必要な別の特性は、コポリマーの線形
弾性挙動である。弾性挙動は、－１０～５０℃の範囲にわたって、本質的に一定を維持す
べきである。この挙動は特に、０～２５℃で規定されるべきである。弾性挙動は、
【数２】

として、貯蔵弾性率Ｅ’の割合として測定される。特に、貯蔵弾性率の割合は１．３未満
であるべきであり；好ましい態様では、本発明のコポリマーまたはそれらの混合物は、１
．０未満の貯蔵弾性率の割合を示すべきである。コポリマーの弾性挙動は、対数目盛（Ｔ
の関数としてのｌｇＥ’）で表されるが、特定の態様では、本質的に線形および一定を維
持すべきである。とりわけ、関数は、０．５未満の傾き（絶対値）を有する、ほぼ直線で
あってよい。類似構造であるが異なった貯蔵弾性率変化を示すポリマーは、本発明の接着
剤の製造に適さない。
【００１５】
　本発明のホットメルト接着剤に適したコポリマーは、単独で使用され得るが、複数、特
に２種のコポリマーを一緒に使用することもできる。そのような場合、コポリマーは相溶
性でなければならない。例えば、エチレン／プロピレンコポリマーおよびエチレン／Ｃ４

～Ｃ１２α－オレフィンコポリマーの混合物を使用できる。
【００１６】
　本発明のホットメルト接着剤は、付加的に、少なくとも１種の樹脂を含んでなる。該樹
脂は、ベースポリマーに粘着性を与えるべきである。該樹脂は一般に１０～６５重量％、
特に２５～６０重量％の量で添加される。
【００１７】
　基本的に、変性または水素化された天然樹脂に加えて、既知の樹脂、例えば、芳香族、
脂肪族または脂環式炭化水素樹脂を使用できる。本発明で使用できる適当な樹脂は、例え
ば、テルペン樹脂（例として、テルペンのターポリマーまたはコポリマー）、バルサム樹
脂、トール油樹脂またはウッド樹脂、任意にヒドロアビエチルアルコールおよびそのエス
テルからの変性天然樹脂酸、アクリル酸コポリマー（例として、スチレン－アクリル酸コ
ポリマー、またはエチレン、アクリレートエステルおよび無水マレイン酸のコポリマー）
、または官能性炭化水素樹脂に基づく樹脂である。上記エチレン／プロピレン－α－オレ
フィンポリマーからなる低分子量反応生成物は、粘着付与樹脂として使用することもでき
る。そのようなポリマーの分子量は主に、２０００ｇ／ｍｏｌ未満である。
【００１８】
　特にこれは、８０℃～１３０℃の軟化点（ASTM法E28-58T）を有する樹脂に関する。炭
化水素樹脂が、特に好ましい樹脂である。別の特定の態様では、５０℃未満の軟化点を有
する樹脂を使用し、それらは特に液体であってもよい。
【００１９】
　可塑剤は、本発明の別の重要な成分である。適当な可塑剤の例は、ホワイトオイル、ナ
フテン系鉱油、ポリプロピレンオリゴマー、ポリブテンオリゴマー、ポリイソプレンオリ
ゴマー、水素化ポリイソプレンおよび／またはポリブタジエンオリゴマー、安息香酸エス
テル、フタレート、アジペート、植物油または動物油およびそれらの誘導体である。水素
化可塑剤は、例えば、パラフィン系炭化水素油からなる群から選択される。ポリプロピレ
ングリコールおよびポリブチレングリコール並びにポリメチレングリコールも適している
。エステルもまた、可塑剤として使用され、その例は、液状のポリエステルおよびグリセ
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リンエステルである。この場合、ポリアルキレングリコールまたはポリブチレンオリゴマ
ーの分子量は、２００～６０００ｇ／ｍｏｌであるべきであり；ポリオレフィンは、約２
０００ｇ／ｍｏｌまで、特に１０００ｇ／ｍｏｌまでの分子量を有すべきである。ホワイ
トオイル、鉱油、ポリブテン、および液状またはペースト状水素化炭化水素が特に適して
いる。
【００２０】
　可塑剤の量は、０～３５重量％であるべきである。これに関して、多量の可塑剤は、凝
集性の低い接着剤をもたらす。可塑剤の量は、特に３～３０％、特定の態様では５～１５
重量％であるべきである。
【００２１】
　０～３０重量％、好ましくは０．５～約５重量％の量でワックスを、ホットメルト接着
剤に、任意に添加してよい。本発明では、この量は、一方では粘度が所望の範囲に低下す
るように、他方では接着力が悪影響を受けないように決定される。ワックスは天然起源ま
たは合成起源であってよく、任意に化学的に変性されていてもよい。使用できる適当な天
然ワックスは、植物性ワックス、動物性ワックス、ミネラルワックスまたは石油化学ワッ
クスである。適当な化学変性ワックスは、硬ろう、例えば、モンタンエステルろう、サソ
ールろうなどである。適当な合成ワックスは、ポリアルキレンワックスおよびポリエチレ
ングリコールワックスである。合成ワックスに加えて、ペトロラタム、パラフィンワック
ス、ミクロクリスタリンワックスのような石油化学ワックスを添加することが好ましい。
【００２２】
　ホットメルト接着剤は、上記した成分に加えて、ホットメルト接着剤に添加剤として通
常使用される更なる別の成分を含んでなることができる。該成分は、例えば、安定剤、接
着促進剤、酸化防止剤、充填剤および／または顔料を含む。これは、接着剤の特定の性質
（例えば、凝集性、安定性、接着性、または引張強さ）に影響を与えることができる。添
加剤および助剤の量は、０．０１～３０重量％、特に０．１～１５重量％であるべきであ
る。
【００２３】
　安定剤または接着促進剤のような添加剤は、当業者に知られている。該添加剤は市販品
であり、当業者は所望の特性に応じて該添加剤を選択できる。該添加剤がポリマー混合物
と相溶性であることは、考慮すべきである。
【００２４】
　本発明のホットメルト接着剤は、本発明のコポリマーとは異なる付加的ポリマー０～１
５重量％を、任意成分として含んでもよい。該ポリマーの量は特に、本発明のブロックコ
ポリマーの本発明に必要とされている量より少なくなければならない。該ポリマーは、ホ
ットメルト接着剤の様々な最終用途特性（例えば、耐熱変形性、低温可撓性、適用した接
着剤の凝集性および接着性）を向上させることができる。これらの付加的ポリマーは、製
造および貯蔵の条件下で架橋する基を有してはならない。
【００２５】
　付加的ポリマーは特に、スチレンを含有し、直鎖またはラジカル構造を有するゴム状ブ
ロックコポリマーであってよく、その例は、ＳＩＳ、ＳＢＳ、ＳＩＢＳ、または好ましく
はＳＥＢＳおよびＳＥＰＳである。別の例は、固体状ポリブテンまたはそのコポリマー、
ポリメチルビニルエーテル、ポリマー、並びにポリフェニレンオキシドおよびその変性体
である。これに関して、これらの付加的ポリマーは、室温で固体であるべきであり、ホッ
トメルト接着剤と均質に混合できなければならない。この場合、ミクロ相構造は除外され
ない。
【００２６】
　別の態様では、ホットメルト接着剤は、オレフィンと（メタ）アクリル酸エステルとに
基づく、カルボキシル基および／または無水物基含有弾性ポリマーを少なくとも１種、付
加的に含むことができる。オレフィンモノマーは、既知のＣ２～Ｃ５オレフィン、特にエ
チレンまたはプロピレンから選択することができる。（メタ）アクリル酸エステルは、低
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分子量Ｃ１～Ｃ８アルカノールとの（メタ）アクリル酸エステルから選択され；特に、単
独でまたは混合物としての、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート
、プロピル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）アクリレート、または２－エチルヘキ
シル（メタ）アクリレートが適している。コポリマーもまた、カルボキシル基および／ま
たは無水物基を含有しなければならない。これは、適当な官能性モノマーを用いた重合か
ら、または続くポリオレフィンコポリマーの変性によって得られる。例えば、酸化によっ
てＣＯＯＨ基を導入することができる。更に、例えば無水マレイン酸を用いて、ラジカル
グラフト反応によって、ポリマーにＣＯＯＨ基または無水物基を導入することができる。
【００２７】
　このポリマーは通常、３０００～５００００ｇ／ｍｏｌ、特に８０００～２５０００ｇ
／ｍｏｌの分子量（Ｍｎ）を有する。ＣＯＯＨ基／無水物基の数は、１～１００ｍｇＫＯ
Ｈ／ｇ、特に５～５０ｍｇＫＯＨ／ｇの範囲であるべきである。カルボキシル基の数が大
きければ、ホットメルト接着剤の成分の相溶性に問題が生じる。また、軟化点は、５０℃
～１５０℃、特に９０℃～１１０℃であるべきである。ＣＯＯＨ基含有ポリマーの量は、
０～１５重量％、特に０．５～１０重量％であるべきである。適当なカルボキシル基含有
ポリマーは市販されており、当業者に知られている。
【００２８】
　エチレン／プロピレンコポリマーは、弾性ポリマーの別の例である。それらは、既知の
統計的コポリマーである。とりわけ、それらはまた弾性ポリマーでもあり得る。
【００２９】
　弾性ポリマーが、ホットメルト接着剤の可撓性に影響を及ぼすのに対して、凝集性は、
ある割合の付加的な非可撓性熱可塑性ポリマーによって改善され得る。既知の熱可塑性ポ
リマー、例えばＥＶＡ、高分子量ポリオレフィン、例えばポリ－１－ブテンが特に適して
いる。
【００３０】
　最終用途特性および接着特性を改善するために、充填剤を例えば０～１０重量％の濃度
で使用することもできる。その例は、着色剤または充填剤、例えば、二酸化チタン、酸化
亜鉛、石膏、バライト、クレイ、チョークなどであり得る。
【００３１】
　ホットメルト接着剤は、既知の溶融混合法によって製造される。これに関して、全成分
を一緒に同時に加熱して均質化するか、または一部の溶融成分を混合して付加的樹脂成分
を添加することができる。連続法で押出機を用いてホットメルト接着剤を製造することも
できる。適当なホットメルト接着剤は固体であり、不純物を除けば溶媒を含有しない。
【００３２】
　本発明の適当なホットメルト接着剤の粘度は、適用温度で測定して、５００～３０００
０ｍＰａｓ、好ましくは５００～１００００ｍＰａｓ、特に１０００～６０００ｍＰａｓ
であるべきであり、適用温度は１４０～１９０℃である（ブルックフィールド、EN ISO 2
555, 記載した温度で測定）。
【００３３】
　本発明のホットメルト接着剤は、様々な用途に適合させるために、容易に設計すること
ができる。特定の用途では、ホットメルト接着剤は、噴霧適用のために使用される。この
場合はとりわけ、パラフィン系またはナフテン系鉱油、ポリブテンまたは水素化炭化水素
を可塑剤として使用する。これらの可塑剤の粘度は、２０℃で測定して、２５～３００ｍ
Ｐａｓ、特に１００～２５０ｍＰａｓであるべきである。この態様では、ホットメルト接
着剤の粘度は、１２０～１６０℃の温度で測定して、５００～６０００ｍＰａｓ、特に７
００～２０００ｍＰａｓである。
【００３４】
　また、対応する適当な噴霧可能なホットメルト接着剤は、剪断速度に僅かにしか依存し
ない粘度を特徴とする。特に、この態様の適当なホットメルト接着剤は、０～２５０ｓ－

１の剪断速度に応じて、僅かにしか、特に±１５％未満しか変化しない、本質的にニュー
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トン流動挙動を示す。
【００３５】
　本発明のホットメルト接着剤の別の態様は、エラストマー複合フィルムの接着結合に特
に適している。例えば、スチレンブロックコポリマー、ポリウレタン、ポリエステル、ポ
リエーテルブロックコポリマーまたはポリオレフィンに基づくエラストマーバッキング層
フィルムは、本発明に従って製造される複合材のためのバッキング層として製造され得る
。スチレンブロックコポリマーのフィルムが特に知られており、その例は、スチレン－イ
ソプレン－スチレンブロックコポリマー、スチレン－ブタジエン－スチレンブロックコポ
リマー、スチレン－エチレンブロックコポリマー、ポリエチレンおよびコポリマー、ポリ
プロピレンおよびコポリマー、並びにポリエチレンＣ３～Ｃ１２α－オレフィンコポリマ
ーである。
【００３６】
　これに関して、上記した他のポリマーの混合物を使用することもできるが、フィルムは
主に、これらポリマーの１つからなり得る。
【００３７】
　バッキングフィルムは弾性変形、即ち一方向に伸ばした後に負荷を除くとフィルムが元
通りになることを特徴としている。ここで伸びは、初期長さの少なくとも１００％、特に
２００％であるべきである。元に戻った後、初期長さの５０％、好ましくは２０％未満、
特に１０％未満の最大変形が残るべきである。フィルムの厚さは、５～７５μｍ、特に１
０～５０μｍであってよい。
【００３８】
　薄い不織布層が、フィルムの片側または両側に接着されることが意図された第二被覆材
料であってもよい。このタイプの不織布は、可撓性のシート様構造である。該不織布は、
例えばスパンボンド法またはスパンレース法によって、布地繊維を編組することによって
製造される。そのような不織布は、可撓性に優れ、更に、気体および液体を透過できる。
不織布のために使用される繊維またはフィラメントは一般に、ポリプロピレン、ポリエチ
レン、ポリエステルまたはビスコースからなる。そのような不織布は、高い可撓性を特徴
としており、一般に伸縮性も有し得る。そのような不織布は、当業者に知られており、最
終用途特性（例えば層厚さ）に応じて選択され得る。
【００３９】
　更に、本発明に従って実施される接着結合において、可撓性フィルムを、バッキングフ
ィルムを有する付加的な層として接着結合することもできる。しかしながら、可撓性フィ
ルムは、表面が粘着性を示してはならない可撓性フィルムに関する。可撓性フィルムは、
既に上記した既知のポリマーからなり得る。場合により、片側に不織布を、もう片側にフ
ィルムを有するベースフィルムを接着結合することもできる。場合により、付加的な層を
、多層複合材料に結合することもできる。
【００４０】
　適用接着剤の層厚さは、例えば２～３０ｇ／ｍ２（約２～３０μｍ）の範囲である。層
厚さは特に、１０ｇ／ｍ２未満であることが意図される。
【００４１】
　本発明の適当な接着剤は特に、良好な相溶性を有する液状またはペースト状可塑剤を含
んでなるべきである。それらは、例えば、ホワイトオイル、ナフテン系鉱油、ポリプロピ
レンオリゴマー、ポリブテンオリゴマー、ポリイソプレンオリゴマー、水素化ポリイソプ
レンおよび／またはポリブタジエンオリゴマー、パラフィン系炭化水素油である。この場
合、ポリアルキレングリコールまたはポリブチレンオリゴマーの分子量は、２００～６０
００ｇ／ｍｏｌであるべきであり；ポリオレフィンは約２０００ｇ／ｍｏｌまで、特に１
０００ｇ／ｍｏｌまでの分子量を有すべきである。ポリプロピレングリコールおよびポリ
ブチレングリコール並びにポリメチレングリコールもまた適している。
【００４２】
　更に、エチレン／プロピレンに基づくコポリマーは、この態様に特に適している。この
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態様では、５～３０重量％の、スチレンブロックコポリマーまたはエチレン－アクリル酸
エステル－ＭＡＨコポリマーから選択される、弾性ホモポリマーまたはコポリマーを付加
的に含むことができる。
【００４３】
　本発明の接着結合のためのベースフィルムは、一般に押出によって製造される。本発明
の適当なホットメルト接着剤を、このフィルムの片側または両側に適用する。ホットメル
ト接着剤は、既知のフラットダイまたはローラーによって共押出され得るか、または噴霧
によって適用され得る。その直後、結合される付加的な層、例えば不織布層を片側又は両
側に適用する。機械的圧力によって、三層の材料を一緒にプレスすることができる。耐引
裂性安定性複合材料が得られ、続いてこれを巻き取り、貯蔵し、更に処理することもでき
る。
【００４４】
　適用方法は、接着結合される基材のタイプ、およびそのための適当な装置に依存する。
接着剤を所々、表面を横切って、または縞模様で適用できる。適用は、噴霧ノズルによっ
て、押出被覆によって、またはシリンダーコーティングシステムによって実施することが
できる。貼り合わせ用フィルムとの共押出によって実施することもできる。
【００４５】
　本発明のホットメルト接着剤は、基材、例えば、コート紙またはボール紙、フィルム、
プラスチック、或いは金属被覆表面、撥脂肪表面（fat-repellent surface）または塗装
表面の接着結合に使用される。それらは特に、可撓性フィルムとしてのポリエチレン製、
ポリプロピレン製プラスチック表面、コート紙またはボール紙、固体状基材（例えばビン
またはカン）、或いはアルミニウム被覆表面の接着結合に適している。本発明のホットメ
ルト接着剤は、多層フィルム、容器、例えば、折りたたみ式の箱、発送箱、トレイの接着
結合に、または成形基材の接着結合に使用することができる。加えて、本発明のホットメ
ルト接着剤を用いて、パッケージ上にプラスチック部品を固定することもできる。例えば
、クロージャー、注ぎ口または他の成形部品をパッケージに接着結合できる。接着結合は
固定に役立つが、接着継ぎ目を密閉することもできる。
【００４６】
　本発明のホットメルト接着剤の別の使用形態は、接着層を有する、自己接着性包装紙、
粘着テープまたは粘着ラベルの被覆である。ここで、例えばポリオレフィンまたはポリエ
ステルに基づく、テープまたはフィルムは、本発明の適当なホットメルト接着剤で被覆さ
れている。この場合、適当な接着剤の選択によって永続的粘着性接着層が得られる。次い
で、これらの材料を組み立てることができる。このようにして、永続的接着性のフィルム
、ラベルおよびテープを製造することができる。得られた自己接着性表面は、場合により
、非粘着性被覆バッキングフィルムで被覆されていてもよい。
【００４７】
　対応する接着結合製品は、多くの適用分野に、例えば、接着性テープまたは接着性ラベ
ル、多層フィルムまたは不正開封防止クロージャー、パッケージ、衛生用品として、或い
は医療用途に使用することができる。
　本発明の好ましい態様は、以下を包含する。
〔１〕ａ）５～４０重量％の、メタロセン触媒重合によって得ることができる、エチレン
と少なくとも１種のＣ３～Ｃ２０α－オレフィンとに基づく少なくとも１種のコポリマー
、
　ｂ）１０～６５重量％の少なくとも１種の粘着付与樹脂、
　ｃ）０～３５重量％の可塑剤、
　ｄ）０．０１～３０重量％の、安定剤、接着促進剤、充填剤または顔料、ワックスおよ
び／または他のポリマーから選択される、添加剤および助剤
を、それらの和が１００％となるべく含んでなるホットメルト接着剤であって、該コポリ
マーが、
［数１］
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に従って貯蔵弾性率Ｅ’の割合として測定された０℃～２５℃で本質的に線形の弾性挙動
を示すブロックコポリマーである、ホットメルト接着剤。
〔２〕コポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃未満であり、コポリマーの融点が３０
℃超である、上記〔１〕に記載のホットメルト接着剤。
〔３〕コポリマーが、エチレンとＣ４～Ｃ１２α－オレフィンとに基づくポリマー、エチ
レンとプロピレンとに基づくポリマー、またはそのようなポリマーの混合物から選択され
る、上記〔１〕または〔２〕に記載のホットメルト接着剤。
〔４〕一方のポリマーまたは両方のポリマーが、
［数２］

の弾性率の割合を有し、特にほぼ一定の挙動を示す、上記〔１〕～〔３〕のいずれかに記
載のホットメルト接着剤。
〔５〕ポリマーが２．５未満の多分散性（ＭＷ／ＭＮ）を有する、上記〔１〕～〔４〕の
いずれかに記載のホットメルト接着剤。
〔６〕コポリマーが２つのガラス転移温度（Ｔｇ）を有し、１つのＴｇが－１００℃未満
であり、１つのＴｇが－１００～０℃である、上記〔１〕～〔５〕のいずれかに記載のホ
ットメルト接着剤。
〔７〕５～３０重量％のエチレン／プロピレンコポリマーおよび５～４０重量％のエチレ
ン／Ｃ４～Ｃ１２α－オレフィンコポリマーの混合物を含んでなる、上記〔１〕～〔６〕
のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
〔８〕鉱油、ポリブテン、液状またはペースト状水素化炭化水素、或いは低分子量ポリオ
レフィンから選択される可塑剤５～３０重量％を含んでなる、上記〔１〕～〔７〕のいず
れかに記載のホットメルト接着剤。
〔９〕スチレンブロックコポリマー、統計Ｃ２／Ｃ３コポリマー、またはエチレン－アク
リル酸エステルＭＡＨコポリマーから選択される、助剤としての弾性コポリマー０．５～
２０重量％を含んでなる、上記〔１〕～〔８〕のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
〔１０〕５００～２００００ｍＰａｓ、特に５００～５０００ｍＰａｓの粘度を示す、上
記〔１〕～〔９〕のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
〔１１〕ホットメルト接着剤の粘度が１４０℃でほぼニュートン流動挙動を示す、上記〔
１〕～〔１０〕のいずれかに記載のホットメルト接着剤。
〔１２〕上記〔１〕～〔１１〕のいずれかに記載のホットメルト接着剤の、ゴム弾性基材
の接着結合のため、特に、１００％超の弾性伸びを有するフィルムの接着結合のための使
用。
〔１３〕上記〔１〕～〔１１〕のいずれかに記載のホットメルト接着剤の、特にラベルの
接着結合のための、感圧性接着剤としての使用。
〔１４〕上記〔１〕～〔１１〕のいずれかに記載のホットメルト接着剤の、噴霧可能な接
着剤としての使用。
【実施例】
【００４８】
　本発明を以下の実施例によって説明する。
【００４９】
　貯蔵弾性率Ｅ’は、以下のように測定する：
　　　　試料：５×１０×２ｍｍ
　　　　測定装置：DMA 242 C, Netzsch Co.
　　　　加熱速度：２Ｋ／分、
　　　　動力：７Ｎ
　　　　振動数：１Ｈｚ
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　　　　振幅：５０μｍ
　０℃での貯蔵弾性率と２５℃での貯蔵弾性率の差を、２５℃での測定値で割る。
【数３】

【００５０】
　　　　Affinity GA 1950：Ｃ２／Ｃ８コポリマー、
 　　　　　　　　　　　　（Ｅ’０Ｃ－Ｅ’２５Ｃ）／Ｅ’２５Ｃ＝１．８（Dow）
　　　　lnfuse D 9808.15：Ｃ２／Ｃ８コポリマー、
 　　　　　　　　　　　　（Ｅ’０Ｃ－Ｅ’２５Ｃ）／Ｅ’２５Ｃ＝０．７（Dow）
　　　　Vistamaxx VM 1120：Ｃ２／Ｃ３コポリマー、
 　　　　　　　　　　　　（Ｅ’０Ｃ－Ｅ’２５Ｃ）／Ｅ’２５Ｃ＝０．８（Exxon）
【００５１】
実施例１：
　　　　Affinity GA 1950　　　　　　　　　　　　　 １０．５％
　　　　lnfuse D 9808.15　　　　　　　　　　　　　 １０％
　　　　Regalite S 1100（Eastman Co.）, 樹脂　　　　５５％
　　　　Nyflex 222 B（Nynas Co.）, 可塑剤　　　　　 ２４％
　　　　Irganox 1010（Ciba）, 安定剤　　　　　　　　０．５％
　この接着剤は、弾性積層体の接着結合に特に適している。スチレンブロックコポリマー
フィルムに接着剤を１０μｍの層厚さで噴霧する。その直後に、不織布を適用する。裏側
も同様に接着結合し、複合材を短時間加圧する。冷却後、複合材は弾性的に結合され、引
っ張った後はその形状を回復する。層間剥離は見られなかった。
【００５２】
実施例２：
　　　　Vistamaxx VM 1120　　　　　　　　　　　　　２５％
　　　　Regalite S 1100（Eastman Co.）, 樹脂　　　　５３％
　　　　Priomol 352（Exxon）, 可塑剤　　　　　　　　２０％
　　　　Licocene PP 6102, ワックス　　　　　　　　 １％
　　　　Irganox 1010（Ciba）, 安定剤　　　　　　　　０．５％
　均質な組成物が得られるまで、１６０℃で成分を混合する。
　１４０℃で、実施例２の接着剤を、２５μｍＯＰＰフィルム（配向ポリプロピレン）上
に噴霧した。噴霧パターンは整っており、曳糸性を有していなかった。
【００５３】
実施例３：
　　　　Affinity GA 1950　　　　　　　　　　　　　　６．５％
　　　　lnfuse D 9808.15　　　　　　　　　　　　　　１９％
　　　　Regalite S 1100（Eastman Co.）　　　　　　　５３％
　　　　Nyflex 222 B（Nynas Co.）　　　　　　　　　 ２１％
　　　　Irganox 1010（Ciba）　　　　　　　　　　　　０．５％
【００５４】
実施例４：
　　　　Affinity GA 1950　　　　　　　　　　　　　　８％
　　　　Vistamaxx VM 1120　　　　　　　　　　　　　 １２％
　　　　Regalite S 1100（Eastman Co.）　　　　　　　５３％
　　　　Nyflex 222 B（Nynas Co.）　　　　　　　　　 ２６．５％
　　　　Irganox 1010（Ciba）　　　　　　　　　　　　０．５％
【００５５】
　均質な組成物が得られるまで、１６０℃で成分を混合する。
　１４０℃で、実施例４の接着剤を、ポリエチレンフィルムラベル上に、ドクターブレー



(12) JP 5709749 B2 2015.4.30

10

ドを用いて被覆した。その量は１５ｇ／ｍ２であった。粘着層を非粘着コート紙で被覆す
る。この保護層を取り外すと、ラベルをペットボトルに接着結合することができる。
【００５６】
実施例５：
　　　　Exact 8230（Exxon）　　　　　　　　　　　　 ４５％
　　　　Vistamaxx VM 2330　　　　　　　　　　　　　 ６％
　　　　Kraton GX 1726　　　　　　　　　　　　　　　２％
　　　　Regalite S 1100（Eastman Co.）　　　　　　　４０％
　　　　Vistanex PAR 950（Exxon）　　　　　　　　　 ５．５％
　　　　Licocene PP 6102　　　　　　　　　　　　　　２％
　　　　Irganox 1010（Ciba）　　　　　　　　　　　　０．５％
　均質な組成物が得られるまで、１６０℃で成分を混合する。
　溶融接着剤をＰＥプラスチック基材（ポリエチレン）上に適用し、その直後に、ボール
紙パッケージに接着することができる。
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